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近代以降、日本語の有り様が大きく問われたことが三

度ある。明治維新後、太平洋戦争後、そして、1980年

代以降のグローバル化とIT化の時である[1]。日本語の変

遷の歴史の中に、産業日本語を位置付けてみる。

明治維新によって、短期間に大量の情報が欧米からも

たらされた。情報は、英語、フランス語、ドイツ語など

の欧米言語で書かれた大量の書籍や文書である。欧米か

らの情報を日本が受け入れ、消化し、自国のものとする

ためには、これらの書籍や文書を日本語に翻訳しなくて

はならない。しかし、欧米言語に対応付けるには、当時

の日本語はあまりにも不備であった。江戸末期までは、

情報の輸入先は、断然、中国である。日本語には、漢語、

漢文、漢籍への対応の仕組は出来上がっていたが、欧米

言語、欧米情報への対応は、貧弱そのものという状態で

あった。

この際、日本語をやめて、国語を英語にしてしまおう

という主張も持ち出された。急進的な欧化主義者であっ

た初代文部大臣の森 有礼の主張である。ただし、森 有

礼は、外国語の導入がやがては国を上層階級と下層階級

への分裂に導くものとなると考え、日本語の近代化に傾

注することになる。そして、明治憲法発布の前年、国粋

主義者の手に倒れる。

まず、日本語には、欧米言語が表す概念に対応できる

語彙が大幅に欠けていた。新しい語彙が大量に作られた。

漢字がもつ豊かな造語能力が最大限に利用され、大量の

和製漢語が作られた[2]。｢政治｣「法律」「裁判」「産業」

「交通」「通信」「機械」「電気」「電話」など1万以上に

渡る新語が作られ、欧米の概念に対応できるようになっ

た。中国語においては、漢字は、一文字が一単語で一音

節である。漢字二文字を組み合わせることによって新し

い複合漢語が生れる。1万文字の漢字があれば、1万×

1万＝1億の漢語を作ることが出来る。三文字、四文字

の漢語もあるが、ほとんどが二文字である。この時に作

られた和製漢語は、現代日本語の概念語の骨格を構成し

ており、これらの多くを日本から導入し中国も使ってい

る。そして、特許用語も、この和製漢語の大量生産の延

長線上にある。

日本語には、句読点がなかった。というより用法が定

かではなかった。外国語のセンテンスに対応する翻訳和

文を区切るものとして、句点で切る文という単位が定め

られた。「～である」などの文末語が作られ、動詞止め

文体も明確化された。そして、「しかし」「けれども」な

どの接続詞、「彼」「彼等」などの代名詞なども作り出さ

れた。
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明治維新によって西欧文明を取り込んだ日本は、国力

をつけ対外進出に向かう。「言霊のさきはう国」として、

日本語も神格化されていく。そして、敗戦、神国日本の

幻想は消え、アメリカ進駐軍の前に後進国の姿をさらす

ことになる。

日本の教育の実情調査にきたアメリカ教育使節団は、

日本の教育レベルは低く、その原因のひとつに漢字を使

う日本語の難しさにあると報告した。そして、ローマ字

の普及を含めた日本語の改革が必要であると進言した。

一転して、外国語に対する言語コンプレックスが生まれ、

山本有三や志賀直哉など日本語の専門家であるべき人達

でさえ、日本語は不完全で不便なものと断じる有様であ

った。

アメリカにおけるタイプライタを日常的に使う文書作

成は、その効率の良さに目を見張るものがあった。旧式

の邦文タイプライタや手書きに頼っていた日本の文書作

成の効率の悪さは、歴然であった。米軍と日本軍の戦力

の差に情報戦力の差があった。情報戦力の差は、タイプ

ライタ文化の差でもある。とくに、日本の産業復興を担

う経済人の目には、この差を埋める切実さが実感された。

タイプライタ文化を根付かせるために、仮名文字日本語

やローマ字日本語などの超簡易化表記の日本語の普及が

提唱された。

漢字制限や表記法の統一による日本語の簡易化に向け

た国語改革が始まる。国語審議会を舞台に、論議が展開

されることになる[3]。国語左派は、改革推進派で、超党

派の国会議員を交え1957年に結成された「言語政策を

話合う会」にまとまる表音指向派である。国語右派は、

改革反対派で、1959年に結成された「国語問題協議会」

にまとまる表意指向派である。

改革の焦点は、表記法にあった。左派は、表音化を目

指し、漢字の制限からローマ字化までを主張した。対す

る右派は、慎重論から絶対反対までを主張した。改革論

議の火種は、文部省によって次々と世に出されていった。

1946年に当用漢字表と現代かなづかいが、それぞれ内

閣訓令、内閣告示として出され、1947年に当用漢字別

表と当用漢字音訓表、1948年に当用漢字字体表、

1951年に人名漢字別表、1958年に送りがなのつけ方

が出された。

改革成果の評価は分かれる。しかし、意外に世の中に

受け入れられていった。マスコミや教育の分野にとって

は、少々の難点があろうと全国統一の規格は必要不可欠

であったからである。

日本の教育レベルは、そんなに低かったわけではない。

GHQは、アメリカよりレベルが高いとして、日本の義

務教育のレベルを下げさせたほどである。高い教育を受

け、勤勉に働く日本人がいた。日本は、資源の無さを逆

手に取った貿易立国というビジネスモデルを実践できる

格好の環境にあった。対共産圏防衛の拠点として、アメ

リカは日本に莫大な投資を行った。日本は、経済復興を

とげ、「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と評されるま

でに経済成長を遂げる。そして、株式と土地の異常な値

上がりによって経済のバブル化が始まる。1980年代に

バブル経済はピークを向かえ、1990年3月の大蔵省の

総量規制がバブル崩壊の引き金となり、そして、失われ

た十年が続くことになる。

この激変の中で日本経済はグローバル化する。そして、

日本語の改革

日本語の国際化と情報化
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1990年代末期のアメリカにおけるITバブル、インター

ネットバブルに象徴されるように、世界はIT化に突き進

むことになる。グローバル化とIT化の中で、日本語は、

国際化と情報化という変革を求められることになった。

3.1 外国人日本語教育のための日本語

日本企業は、国内の工場に外国からの大量の労働力を

受け入れる。働く外国人には、日本語能力が必要になる。

海外に進出した企業や工場は、多くのスタッフを現地で

採用する。現地スタッフには、コミュニケーションのた

めの日本語能力が求められることになる。日本の大学は、

途上国の高等教育を引き受けるため、日本企業への優秀

な外国人人材を確保するため大量の留学生を受け入れる。

2007年度の日本に滞在する留学生は、約12万人であ

る。大学院教育は、英語による対応も考慮されるが、学

部教育では、日本語能力が前提となる。そして、これか

らの少子高齢化に対応するには、看護や介護というサー

ビス分野にも相当数の外国人要員が必要になる。日本人

へのサービスとなると日本語能力が必須となる。政府も、

長期滞在者の入国・在留の条件として、日本語能力を重

視する方針で検討を開始した。

日本語を母語としない外国人を対象に、日本語能力を

測定し認定する公的な検定試験として日本語能力試験が

始まった。（財）日本国際教育支援協会が主催し、

1984年に開始された。開始時は、世界15カ国・地域

で7千人ほどの受験生であったが、年々増加し、2006

年には、世界47カ国・地域で約43万人が受験するまで

になった。そして、日本語学習者の数は、2006年度で、

国内15万人、海外300万人と推計されている。

日本語能力試験では、1～4級に分けて能力を認定す

る。1級は、大学での授業に十分に対応できる能力が目

安である。この日本語能力試験を頂点に、日本は、始め

て、日本語に対する体系的な外国人教育のシステムを作

り上げた。このシステムは、規格化された日本語仕様

（上級、中級、初級）の策定[4]、教育方法論・方式の確

立、日本語教師の養成、教育組織の整備などによって構

成されている。ただし、専門の日本語教師が増えないと

いう課題も抱えている。日本語教育を専門とする教師1

万4千人の内、3分の2が非常勤である。また、独立行

政法人国際交流基金は、今後3年ほどで、海外の日本語

教育拠点を100ヶ所以上に増やす計画を進めている。

自国語教育を国外で行う拠点の数は、中国の孔子学院が

139、英国のブリティッシュ・カウンシルが126、ド

イツのゲーテ・インスティチュートが101である。対

して、日本の現状は39ほどに留まっている。

この20年ほどをかけて作り上げられた外国人への日

本語教育のシステムは、これから構築する産業日本語の

システムのために、多くの知見を与えてくれる。ただ、

明らかに異なる側面もあるので、その点を注意深く踏ま

えつつ、学ぶべきものを学ぶということが大切である。

3.2 コンピュータと日本語

タイプライタを電動化してそのままコンピュータの入

出力機器に使えばよかった英語に対し、多文字種言語で

ある日本語にとっては、コンピュータに文字（文字列）

として日本語を受け入れさせることが、まずはの難題で

あった。そして、様々な模索の後、1978年秋に東芝は、

かな漢字変換技術を用いた日本語ワードプロセッサー

（ワープロ）第1号機JW-10を発表し、同時に発売を開

始した。価格は、630万円であった。そして、その後

10年ほどで、20社近いメーカーが参入し、日本語ワー

プロもパーソナル化され、価格も10万円を切り、年間

250万台もの製品が市場に出るようになる。

一方、コンピュータ自体も大きな技術変化を遂げてい
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くことになる。メインフレームマシンからワークステー

ション、そして、パーソナルコンピュータ、そして、さ

らに、インターネットへと、1980年代から1990年代

半ばまでの15年ほどの間に激変を遂げる。この激変の

中で、日本語への対応というローカルな対応に気を取ら

れていた日本のコンピュータ産業は、IT自身のグローバ

ル化・オープン化の動きに遅れを取ることになる。

日本語ワープロという専用パソコンから汎用パソコン

上の日本語ワープロソフトへと移行する。その汎用パソ

コンも、日本電気をはじめとする国内メーカーの日本語

データ対応のための独自アーキテクチャは、IBMがオー

プンにしたPC/AT互換機という汎用アーキテクチャに

置き換えられる。このPC/AT互換機の上に、マイクロ

ソフト社は、MS-DOS、Windowsというオープン形式

のパソコンOSを開発し、世界を席巻する。そして、日

本語ワープロソフトは、ジャストシステム社の一太郎と

マイクロソフト社のWordの争いとなる。日本語ワープ

ロ機能から他のソフト機能へと拡大しようというジャス

トシステム社の戦略は、統合的な他のソフト機能の一部

に日本語ワープロ機能を位置付けるマイクロソフト社の

戦略に飲み込まれていく。1997年3月に発売された

Office97日本語版を境にしてである。当時、マイクロ

ソフト社にとって、日本は、売上高の2割ほどを占める

重要市場であった。

コンピュータが文字列として言語を受け入れるために

は、文字入力の課題に続いて、文字コードの課題がくる。

日本では、東芝がワープロ1号機の発売を開始した年、

1978年に日本規格協会と日本工業標準調査会がJIS第

1水準と第2水準の6,349字の漢字（コード）制定を行

った。さらに、1990年にJIS補助漢字5,801字が制定

された。これは、常用漢字とは異なり、コンピュータ側、

産業側からの漢字制限の規格化である。

JIS漢字制定は、あくまでも、日本に閉じた議論であ

った。世界のすべての文字を統合する文字コードの議論

が始まる。アメリカの大手ITメーカーがまとめた

Unicodeが出発点となった。Unicodeでは、漢字は、

中国漢字を基本にひとつにまとめられた。中国、日本、

韓国、台湾、漢字圏のそれぞれの国は、長い歴史の中で

それぞれ独自の漢字システムを作り上げていた。それを

無理矢理ひとつにまとめるということで、日本は、相当

に抵抗したが、結局は、アメリカの強い要請を産業界が

受け入れ、Unicodeが世界標準となる[5]。

このUnicodeとドキュメント構造を記述するHTML

を用いて、インターネット上にWeb構築が始まる。電

子メールという通信手段であると思われていたインター

ネットがドキュメントの巨大な共有環境に変身する。こ

の巨大な共有環境を機能させるのが検索エンジンである。

この検索エンジンとインターネット広告とを結びつける

ビジネスモデルを実現し、GoogleとYahooが急成長す

る。この分野でも、日本は大きく立ち遅れた。

日本語入力という難題が片付いたことから、日本のコ

ンピュータメーカーの関心は、次なる課題へと移った。

機械翻訳である。ワープロ開発の過程で得た日本語処理

技術が手応えのあるものになったこと、そして、何より

も日本語の置かれた事情が大きなマーケットを予感させ

たからである。1980年代に入ると20社近いメーカー

が開発を開始した。当初は、大型メインフレームマシン

のキラーアプリケーションという設定もあった。大量の

文書を大型マシンを振り回して翻訳していくという姿で

ある。しかし、翻訳品質を確保するためには、相当の前

編集・後編集作業が必要であることが明らかになるにつ

れ、ワークステーションとセットにしたシステムという

設定に移る。システムの価格は、1千万円ほどになった。

この時点での翻訳性能では、この価格設定で相当量の販
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売が見込めるというものではなかった。販売量が目に見

えるようになったのは、パソコンに搭載されるソフトと

して、一般ユーザー向け1万円、専門家向け10万円ほ

どの価格設定になってからである。1990年代半ばの頃

である。日本語ワープロは、630万円からスタートし、

参入するメーカーによる競争と販売量拡大のバランスの

中で価格が下げられていった。一方、機械翻訳は、当初

から相当数のメーカーが相当量の開発費を投入する形で

スタートし、販売量を確保するためにやむを得ず価格を

下げるという経緯となった。この経緯は、機械翻訳技術

にとって、技術そのものの重要性から鑑みて適切な成り

行きであったとは言い難い。

ここ20年ほどの努力によって、コンピュータは、テ

キストデータとしては、日本語をごく日常的に受け入れ

ることが出来るようになった。そして、校正支援や検索

や翻訳という文書処理に対しても、相当の機能を提供し

てくれるようになった。ただし、これらの文書処理機能

は、どのような日本語に対しても適切に対応してくれる

というわけではない。日本語の方を適切に整えれば、適

切な対応が得られる。日本語を整えれば、より高度な文

書処理機能を開発することも出来る。そこで、この日本

語を整えることを体系的に実現するために産業日本語が

登場する。日本語を整えるにしても、不自然な整え方を

強要するものであってはならない。現在の文書処理機能

は、そうはならないほどのレベルには十分に達している。

そして、整った日本語で文書作成をおこなうための支援

環境が必要である。その支援環境の実現にも、実は、現

在の文書処理機能を最大限に活用することになる。

日本全体をひとつの情報システムに見立てることがで

きる。この情報システムは、ITによる情報処理システム、

あるいは、インターネット上のWebスペースを含むが、

それらを利用する人同士や組織同士の情報の協調作成や

相互利用が大きな部分となる。人同士には、日本人も諸

外国人も共に含まれる。

この日本情報システムの根幹となるのが日本語である。

日本語の変遷の歴史は、まさに、日本情報システムの変

遷の歴史である。次に、世界全体をひとつの情報システ

ムに見立てると世界情報システムというものを考えるこ

とができる。世界情報システムは、互いに連携するすべ

ての国別情報システムを含み、さらに、世界が共通に使

う情報システムを含むことになる。この世界共通システ

ムの根幹は、色々曲折はあるにしろ、英語に収斂してい

くものと思われる。日本情報システム自身をどのように

発展させていくのか、日本情報システムと世界情報シス

テムをどのように連携させていくのか、そこに、産業日

本語の最大の位置付けがある。そして、日本情報システ

ムを日本の特許情報システムからアプローチしてみよう

というのが、JAPIOの提案である。

最後とはなるが、「産業日本語とは」をまとめておこ

う。

産業日本語とは、格段に情報力を強化された日本語で

あり、産業技術情報を客観的に表現するために用いられ

る日本語である。そして、広範な産業活動を活性化し、

その知的生産性を飛躍させるための日本語である。それ

では、情報力に富む日本語とは何なのか、言語の情報力

とは何なのか、その要点は以下となる。

①人同士のコミュニケーション機能を強化できる：

日本情報システムと産業日本語4
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蘆情報を的確に容易に表現できる日本語であること

蘆情報を容易に正確に読み取れる日本語であること

蘆広範囲な人々（諸産業分野の人々、諸外国の人々）に

活用される日本語であること

②コンピュータの処理機能を強化できる：

蘆コンピュータによる高度な文書処理（作成支援・検

索・翻訳・要約）が実現できる日本語であること

蘆文書処理を知識処理へと発展させることのできる日本

語であること

蘆現状の文書処理機能を段階的に発展させる日本語であ

ること

③他のメディアとの連携機能を強化できる：

蘆画像・図表・ダイヤグラム・チャート・数式・化学式

等々の多彩な表現メディアと適切に連携処理できる日

本語であること

蘆多彩な表現メディアに対して、適切に意味を注記する

役割を果たせる日本語であること
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